
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 17日

上   場   会   社   名    ヤマハ株式会社 上場取引所 東 大 名
コード番号     7951 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理・財務部長 静岡県

　　　      氏            名　　牧野時久 TEL (053) 460 - 2141
中間決算取締役会開催日 平成１２年１１月１７日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日 平成１２年１２月１２日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨表示）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 178,326 △ 10.7 8,336 - 10,382 -
11年 9月中間期 199,667 △ 2.8 △ 157 - △ 637 -
12年 3月期 369,129 △ 5,663 △ 7,388

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
12年 9月中間期 7,470 - 36.17
11年 9月中間期 △ 15,946 - △ 77.22
12年 3月期 △ 36,798 △ 178.18
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 206,523,263 株   11年 9月中間期 206,523,263 株   12年 3月期 206,523,263 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

12年 9月中間期 3.00 －
11年 9月中間期 0.00 －
12年 3月期 － 3.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 306,797 149,240 48.6 722.63
11年 9月中間期 301,798 132,682 44.0 642.46
12年 3月期 307,476 142,389 46.3 689.46
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期  206,523,263 株   11年 9月中間期 206,523,263 株   12年 3月期 206,523,263 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当 期 純 利 益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 340,000 10,500 7,500 3.00 6.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）           ３６円  ３２銭

－　１６　－



⑦ 個別中間財務諸表等

（１）比較貸借対照表 （単位百万円）

資     産     の      部 負  債  及  び  資  本  の  部

当中間期 前中間期 前期 当中間期 前中間期 前期
科        目 (平成12.9.30) (平成11.9.30) (平成12.3.31) 科        目 (平成12.9.30) (平成11.9.30) (平成12.3.31)

金    額 金    額 金    額 金    額 金    額 金    額

Ⅰ 流 動 資 産 105,095 112,461 102,786 Ⅰ 流 動 負 債 65,360 114,869 87,116
現 金 及び預金 18,924 18,791 14,222 支 払 手 形 2,023 4,694 3,232
受 取 手 形 8,978 4,275 5,274 買 掛 金 37,250 37,214 34,866
売 掛 金 37,094 43,265 36,057 短 期 借 入 金 1,034 585 1,039
有 価 証 券 48 599 1,454 一年以内返済の長期借入金 - 6,220 6,220
自 己 株 式 5 0 2 未 払 金 3,083 7,117 11,330
製 品 及び商品 18,527 20,321 20,601 未 払 費 用 17,626 45,466 19,237
原 材 料 2,738 2,862 2,324 未 払 法 人 税 等 50 50 -
仕 掛 品 9,708 17,814 9,364 前 受 金 551 361 482
繰 延 税金資産 7,614 - 10,361 諸 預 り 金 1,216 9,566 8,361
未 収 法人税等 - - 62 その他流動負債 391 - -
未 収 消費税等 - - 2,131 アフターサービス費引当金 81 106 89
その他流動資産 2,772 5,854 2,277 製 品保証引当金 1,012 2,239 1,157
貸 倒 引 当 金 △1,317 △1,324 △1,348 延 払未実現利益 1,039 1,248 1,098

Ⅱ 固 定 資 産 201,701 189,337 204,690 Ⅱ 固 定 負 債 92,196 54,246 77,970
（有形固定資産） (52,055) (82,458) (55,693) 転 換 社 債 24,317 24,317 24,317
建物及び構築物 15,337 21,701 16,755 長 期 借 入 金 6,220 - －

機 械 及び装置 9,100 29,617 10,200 長 期 未 払 金 - - 38,688
車 両 運 搬 具 55 62 56 退 職給与引当金 - 28,856 13,891
工 具 器具備品 5,369 6,459 5,380 退 職給付引当金 60,075 - －

土 地 21,635 23,005 22,331 役員退職慰労引当金 521 - －

建 設 仮 勘 定 556 1,612 968 預 り 保 証 金 1,063 1,073 1,072

負  債  合  計 157,556 169,116 165,087

（無形固定資産） (197) (198) (197)
借 地 権 100 100 100 Ⅰ 資   本   金 28,533 28,533 28,533
施 設 利 用 権 96 97 96

Ⅱ法 定 準 備 金 30,939 30,877 30,877
（投   資   等） (149,448) (106,679) (148,798) 資 本 準 備 金 26,924 26,924 26,924
投 資 有価証券 48,632 42,134 45,955 利 益 準 備 金 4,014 3,952 3,952
子 会 社 株 式 57,494 69,121 80,394
子 会 社出資金 7,917 8,112 8,112 Ⅲ 剰   余   金 89,767 73,271 82,978
長 期 貸 付 金 3,445 4,488 3,750 海外投資損失準備金 - 260 248
差 入 保 証 金 3,061 3,337 3,228 特 別償却準備金 38 75 47
繰 延 税金資産 28,567 - 30,614 圧 縮記帳積立金 2,348 4,746 2,828
そ の 他投資等 1,378 2,235 1,653 別 途 積 立 金 76,810 81,010 81,010
貸 倒 引 当 金 △1,048 △1,003 △892 中間（当期）未処分利益 10,570 △12,819 △1,155
株式評価性引当金 - △21,746 △24,019 （うち中間（当期）利益） (7,470) (△15,946) (△36,798)

資  本  合  計 149,240 132,682 142,389

資  産  合  計 306,797 301,798 307,476 負債及び資本合計 306,797 301,798 307,476

－  １７  －



（２）比較損益計算書 （単位百万円）

当中間期 前中間期 前期
科     目 （平成12.4.1～平成12.9.30） （平成11.4.1～平成11.9.30） （平成11.4.1～平成12.3.31）

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比
経常損益の部
営業損益の部 ％ ％ ％

売 上 高 178,326 100.0 199,667 100.0 369,129 100.0

売 上 原 価 138,458 77.6 168,558 84.4 312,557 84.7

    売    上    総    利    益 39,868 22.4 31,108 15.6 56,571 15.3

　　延  払  未  実  現  利  益 59 15 164
    合  計  売  上  総  利  益 39,928 22.4 31,124 15.6 56,736 15.4

販 売 費 一 般 管 理 費 31,592 17.7 31,281 15.7 62,400 16.9

    営      業      利      益 8,336 4.7 △157 △0.1 △5,663 △1.5

営業外損益の部
受 取 利 息 及 配 当 金 2,422 1,182 1,740
有 価 証 券 売 却 益 - 1,219 3,173
そ の 他 245 371 532
    営    業    外    収    益 2,667 2,774 5,446
支 払 利 息 302 424 841
有 価 証 券 評 価 損 - 22 215
そ の 他 318 2,807 6,113
    営    業    外    費    用 620 3,254 7,171
    経      常      利      益 10,382 5.8 △637 △0.3 △7,388 △2.0

特別損益の部
固 定 資 産 処 分 益 3,382 1,407 2,513
諸 引 当 金 戻 入 額 186 345 1,374
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,933 - 17,121
子 会 社 株 式 売 却 益 - 5 5
    特      別      利      益 5,501 1,757 21,014
固 定 資 産 処 分 損 195 695 1,653
投 資 有 価 証 券 評 価 損 210 - -
子 会 社 株 式 評 価 損 1,166 - -
ゴ ル フ場会員権評価損 20 - -
特 別 退 職 金 - 16,320 16,571
退 職 年金過去勤務費用 - - 25,147
退 職 給 付 会 計 適 用 に
伴 な う 変 更 時 差 異 1,977 - -
構 造 改 革 費 用 - - 17,368
    特      別      損      失 3,569 17,016 60,741
    税 引 前 中 間 (当期) 利 益 12,314 6.9 △15,896 △8.0 △47,115 △12.8

法人税、住民税及び事業税 50 50 100
法 人 税 等 調 整 額 4,794 - △10,416
    中   間  (当 期）  利   益 7,470 4.2 △15,946 △8.0 △36,798 △10.0

前 期 繰 越 利 益 3,100 3,126 3,126
過 年 度 税 効 果 調 整 額 - - 30,559
税効果会計適用に伴なう
海外投資損失準備金取崩高 - - 11
税効果会計適用に伴なう
特別償却準備金取崩高 - - 27
税効果会計適用に伴なう
圧縮記帳積立金取崩高 - - 1,917
    中 間 (当期) 未 処 分 利 益 10,570 △12,819 △1,155

( 減 価 償 却 実 施 額 ) (3,361) (11,628) (17,869)

－  １８  －



（３）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１． 資産の評価基準及び評価方法
１）棚卸資産

製品・商品・原材料・仕掛品
（下記棚卸資産を除く） … 後入先出法による原価法に基づく低価法
支店の商品 … 最終仕入原価法による原価法に基づく低価法

２）有価証券
子会社及び関連会社株式 … 総平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの … 総平均法による原価法
時価のないもの … 総平均法による原価法

２． 有形固定資産の減価償却の方法 … 定率法

３． 引当金の計上基準
１）貸倒引当金

営業債権等を適正に評価するため、一般債権については貸倒実績率による算定額を、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

２）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しており
ます。
尚、会計基準変更時差異１，９７７百万円については、当中間会計期間に一括費用処理
しております。

３）役員退職慰労引当金
役員退職時の慰労金の発生に備えて、役員退職慰労金内規に基づき、中間期末要支給額
を計上しております。

４）製品保証引当金
製品販売後に発生する補修費用に備えるため、売上高もしくは販売台数に対して経験率
により、または個別見積により計上しております。

４． リ－ス取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５． 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。

６． ヘッジ会計の方法
１）ヘッジ会計の方法

外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについては振当処理を行っております。
また、外貨建の予定取引の為替リスクのヘッジについては繰延ヘッジ処理を行っており
ます。

２）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 … 先物為替予約、外貨プット円コ－ルオプション買建
ヘッジ対象 … 外貨建金銭債権債務及び外貨建の予定取引

３）ヘッジ方針
内部管理規程に従い、通常の輸出入取引に伴う為替相場の変動によるリスクを軽減する
ために、先物為替予約取引及び、通貨オプション取引について、実需の範囲内で行うこ
ととしております。

４）ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象のキャッシュ・フローの固定化・変動の回避との相関関係が継
続的に存在する事が明らかであることから、ヘッジ会計適用のためのヘッジの有効性の
評価は不要のため、行っておりません。

７． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１）延払条件付販売

回収期限の到来日をもって売上収益実現の日としております。
２）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

－ １９ －



（４）表示方法の変更

１． 前中間会計期間まで「退職給与引当金」に含めて表示していた役員退職慰労引当金について
は、当中間会計期間において独立表示することに変更いたしました。

（５）追加情報

１． 退職給付会計
当中間会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会平成１０年６月１６日））を適用しております。この変更
に伴ない、会計基準変更時差異１，９７７百万円については特別損失に計上しておりま
す。尚、経常利益につきましては、従来の方法によった場合と比べ影響額は軽微であり
ます。また、退職給与引当金及び過去勤務費用の未償却残高に係る未払金・長期未払金
は、退職給付引当金に含めて表示しております。

２． 金融商品会計
当中間会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会平成１１年１月２２日））を適用しております。この変更
による経常利益及び税引前中間利益に与える影響額は軽微であります。
また、期首時点で計上していた株式評価性引当金は、対象となっている株式及び出資金
から直接減額する方式に変更いたしました。以上により、投資有価証券１，２２５百万
円、子会社株式２２，３６０百万円、子会社出資金１９５百万円、その他投資が２３７
百万円、それぞれ減少しております。

３． 外貨建取引等会計処理基準
当中間会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準
の改訂に関する意見書」（企業会計審議会平成１１年１０月２２日））を適用しており
ます。この変更による経常利益及び税引前中間利益に与える影響額は軽微であります。

４． 税効果会計
中間財務諸表等規則の改正により、当中間期から税効果会計を適用しております。これ
に伴い、税効果会計を適用しない場合と比較して、資産が３６，１８１百万円増加し、
中間利益及び中間未処分利益はそれぞれ４，７９４百万円少なく計上されております。

（６）注記事項 当中間期 前中間期 前期

１． 有形固定資産の減価償却累計額 109,631百万円 166,295百万円 135,355百万円

２． 保証債務 3,008百万円 5,380百万円 3,018百万円

３． 輸出受取手形割引高 8,457百万円 10,672百万円 7,377百万円
  

４． 中間会計期間末日満期手形の処理
中間会計期間末日満期手形は、 手形交換日をもって決済処理しております。 なお、当
中間会計期間末日は金融機関の休日であったため、中間会計期間末日満期手形が以下の
科目に含まれております。

受取手形 1,653百万円
支払手形 417百万円

５． その他有価証券の時価評価
当中間会計期間においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて、時価評価
を行っておりません。尚、平成１２年大蔵省令第１０号附則第３項によるその他有価証
券に係る中間貸借対照表計上額等は、次のとおりであります。

中間貸借対照表計上額 34,815百万円
時価 51,951百万円
評価差額金相当額 10,132百万円
繰延税金負債相当額 7,002百万円

６． 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
関連会社株式

中間貸借対照表計上額 11,418百万円
時価 52,194百万円
差額 40,775百万円

－  ２０  －


